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長寿医療研究開発費 平成２４年度 総括研究報告（総合報告及び年度報告） 
 

認知症地域連携マップの作成（２２－７） 
 

主任研究者 武田 章敬 国立長寿医療研究センター  
                脳機能診療部 第二脳機能診療科医長 

 
 
 
 研究要旨 
 ３年間全体について 
 認知症の人や家族が住み慣れた地域で安心して生活するため、その地域において医療サ

ービス・介護サービス・インフォーマルサービスを含む多様な社会資源が整備されるとと

もに、それらが連携して機能し、認知症の人や家族を切れ目なく支援する必要がある。こ

れまで国や自治体は多くの認知症施策を行ってきたが、これらの施策の有効性の検証は行

われておらず、効果的な認知症地域支援体制構築の方法についても明らかになっていない。

そこで本調査研究においては地域において認知症の人や家族をさまざまな立場の人が連携

して支援する体制を構築するとともに、その有効性の評価を行うこと、認知症の人を支援

する地域資源の実態と課題を把握し、効果的な体制構築の方法を明らかにすることを目的

とした。 
 「認知症の人の生活のしやすさや便利さに関する実態調査」を家族会家族、地域包括支

援センター、居宅介護支援事業所を対象として２年間の間隔をおいて２度実施した。その

結果、認知症の人を支援する情報が入手しやすくなっていることや、認知症疾患医療セン

ター指定や認知症地域資源マップの作成が、地域における認知症の人の生活のしやすさや

便利さを向上させる可能性が示された。また、地域に専門医が多くいることや小規模多機

能型居宅介護事業所が多くあることが認知症の人の生活のしやすさや便利さに関係するこ

とも示された。 
 また、効果的な地域支援体制を構築するために認知症支援に関係する地域資源と連携に

関する実態調査や認知症の人の家族の地域資源に対するニーズ調査を行い、医療機関、介

護保険サービス事業所、地域における商店や銀行などの事業所、地域住民、行政、法律関

係者、若年性認知症者が利用するサービス事業所、大震災後の避難所等における認知症の

人への支援の現状と課題を明らかにした。 
 分担研究者はそれぞれの地域において認知症地域資源マップ作成や多職種連携協議会、

ネットワーク形成などを通じて認知症支援体制構築を行った。 
 認知症地域資源マップの作成経過や多職種連携協議会の運営等の地域支援体制構築の方

法に関する解析・検討により、目的や理念を明確にし、関係者が共有しながら活動するこ



2 
 

とが重要である等の今後の地域支援体制構築に参考となる知見が得られた。 
 当研究班において３年間で行われた調査研究で得られた成果に基づき、「認知症地域資源

マップ作成マニュアル」（第１版）を作成した。今後、意見や批判を募り、より効果的なマ

ニュアルへと改訂を行う予定である。 
  
 
 平成２４年度について 
 地域における認知症地域支援体制構築の有効性を評価するための試みとして平成２２年

度に実施した「認知症の人の地域での生活のしやすさや便利さに関する実態調査」を家族

会家族、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所を対象として再度行った。その結果、

２年前と比べて、支援に関する情報の入手が容易になっていることが明らかになった。ま

た、地域における専門医の数や小規模多機能型居宅介護事業所の整備が生活のしやすさや

便利さと関係があることが示された。また、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、

医療機関を対象とした認知症に関する医療と介護の連携に関する調査において、独居、い

わゆる老老介護、いわゆる認認介護など連携が必要とされる状況や連携に必要な情報、連

携に当たっての課題が抽出された。 
 認知症本人のニーズに基づく個別地域連携マップを地域特性の異なる３地域で作成し、

関係者にヒアリングを行うことで、個別地域連携マップ作成の成果と課題を明らかにする

とともに、個別地域連携マップを集約し、地域の連携強化・連携体制構築の促進方策に関

する検討を行った。 
 法律関係者と医療・介護連携に関する調査において成年後見制度により法律関係者が地

域に住む認知症の人と関わりを持つ機会が増加したこと、主たる連携相手がケアマネジャ

ーであること等の現状と、認知症を専門としない医療機関との連携が困難等の課題が明ら

かになった。 
 若年性認知症者のサービス利用に関する研究において、調査した全てのサービス事業所

において若年性認知症の利用者はひとりだけであり、個別対応を行っていることが明らか

になり、若年性認知症者へのサービスが普及していない現状と若年性認知症者へのサービ

ス提供の課題が示された。 
 東日本大震災により破たんした岩手県沿岸部のネットワークの再構築が行われ、避難所

における自治と避難弱者への対応に関する調査において自治会代表がリーダーを務めてい

る等の条件を満たした避難所では避難弱者が尊重されたことが明らかになった。 
 これまでの研究調査の成果を踏まえて「認知症地域資源マップ作成マニュアル」を作成

した。 
 
 主任研究者 
  武田 章敬  国立長寿医療研究センター 脳機能診療部 第二脳機能診療科 医長 
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 分担研究者 
  池田 学   熊本大学大学院生命科学研究部 脳機能病態学分野 教授 
  尾之内 直美 認知症の人と家族の会 愛知県支部 代表 
  木之下 徹  医療法人社団こだま会 こだまクリニック 理事長・院長 
  高橋 智   岩手医科大学医学部 災害医学講座 特命教授 
           （平成２２年４月１日～平成２４年６月２５日） 
  寺山 靖夫   岩手医科大学医学部 内科学講座 神経内科 老年科分野 教授 
           （平成２４年６月２６日～平成２５年３月３１日） 
  永田 久美子 認知症介護研究・研修東京センター研究部 副部長    
 
 
 
 研究期間 平成２２年４月１日～平成２５年３月３１日 
 
 
Ａ．研究目的 
 これまで国や自治体は「認知症になっても安心して生活できる街づくり」をキーワード

として、さまざまな認知症施策を行ってきた。しかし、これらの施策の有効性の検証は行

われておらず、効果的な認知症地域支援体制構築の方法についても明らかになっていない。

そこで本調査研究においては認知症地域連携マップを中心とした効果的な認知症地域支援

体制構築の方法を明らかにするために、①認知症の人の生活のしやすさや便利さに関する

実態調査、②認知症を支える地域資源の実態把握、③認知症地域連携体制構築手法の分析、

④認知症地域連携体制構築の実施、⑤地域連携体制構築の効果測定、⑥効果的な地域連携

体制構築のためのマニュアル作成及び情報発信を行うことを計画した。 
 
Ｂ．研究方法 
 ３年間全体について 
 武田と尾之内は介護家族、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所を対象とした「認

知症の人の生活のしやすさや便利さに関する実態調査」を平成２２年度と平成２４年度に

実施した。また、どのような接し方が求められているかを明らかにするため、介護家族を

対象として「認知症の人の家族のニーズ調査」を行った。 
 武田は医療機関における認知症診療の実態調査、介護保険サービス事業所の周辺症状へ

の受け入れに関する調査、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、医療機関を対象

とした認知症の医療と介護の連携の実態調査を実施した。また、愛知県知多北部地域にお

ける認知症地域資源の形成や認知症地域連携マップの作成に参画した。 
 永田はこれまで作成された認知症地域連携マップを収集し、解析を行った。また、認知
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症の本人・家族が有するニーズや自己資源に応じた個別地域連携マップを作成するととも

にその有効性や課題に関する検討を行い、更には個別地域連携マップを地域の連携強化・

支援体制構築につなげるための方法についての検討も行った。 
 木之下は長期にわたり活動を続けている多職種連携協議会につき、調査・解析を行った。

また、法律関係者の認知症への対応と多職種との連携の実態につき調査・解析を実施した。 
 池田は熊本県認知症疾患医療センターを受診している若年性認知症者のサービス利用に

関する調査を行い、更に若年性認知症者が利用しているサービス事業所を対象として受け

入れに関する課題につき調査した。 
 高橋・寺山はＩＴ技術を用いたネットワーク形成等による岩手県全県を対象とした認知

症地域連携体制を構築していたが、東日本大震災により岩手県沿岸部のネットワークその

ものが破たんした。そのため、ネットワークの再構築を行うとともに、避難所における自

治と認知症者を含めた避難弱者の対応に関する調査を行った。 
 当研究班全体として、３年間の調査研究で得られた知見を踏まえた認知症地域資源マッ

プ作成マニュアルの開発を行った。 
 
 平成２４年度について 
 武田と尾之内は地域における認知症地域支援体制構築の現状と課題を把握する目的で、

本研究班の初年度（平成２２年度）に実施した「認知症の人の地域での生活のしやすさや

便利さに関する実態調査」を再度行った。前回と同様、対象は認知症の人と家族の会愛知

県支部会員、愛知県内の地域包括支援センターと居宅介護支援事業所である。 
 また、武田は認知症に関する医療と介護の連携の実態と課題を把握する目的で居宅介護

支援事業所、地域包括支援センター、医療機関を対象としたアンケート調査を実施した。 
 永田は地域特性の異なる３地域において、各１５ケース、総数４５ケース（在宅３０、

グループホーム１５）の個別地域連携マップを作成し、マップを作成した支援関係者を対

象にヒアリング調査を実施した。また、作成された個別地域連携マップを各地域で集積・

集約し、地域の支援関係者による地域の連携強化・連携体制構築の促進方策に関するヒア

リング調査を行った。 
 木之下は地域で認知症の人が暮らし続けるため、後見人を主とした法律関係者が、医療・

介護とどのような関わりを持っているのか、医療・介護・法律との連携においてどのよう

な課題があるのかを明らかにするために、探索的に面接調査を行った。都内の職能団体及

び成年後見制度に取り組む団体に所属する法律関係者（行政書士、司法書士）を対象とし

て半構造化面接による調査を実施し、過去の事例経験に基づいた①認知症事例への関わり

が始まる流れ、②主となる連携相手、③連携の枠組み、④連携によるメリット、⑤連携に

おける問題点と今後の課題について情報を得た。 
 池田は若年性認知症者の受入れ施設の抱える問題を明確にするため、専門外来を受診し

た若年性認知症者の利用施設２１施設中４施設を無作為に抽出し、認知症疾患医療センタ
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ー専門職が直接訪問し、半構造化面接の形式で聴き取り調査を実施した。 
 高橋・寺山は東日本大震災一か月後の時点で避難者数が１００名を超える５２か所の避

難所について、避難所の自治および避難者の業務と、避難所におけるリーダーの有無およ

びその属性、避難所スペース、避難者の年齢構成、避難所の環境、ライフラインの整備状

況、各避難所におけるボランティアの業務を調査した上で、ネットワーク環境の再構築を

行った。これらの情報をもとに、かかりつけ医、ケアスタッフの啓発を目的とした BPSD
を含む認知症早期診断スクリーニングシートを作成した。 
 研究班全体として、認知症地域資源マップ作成マニュアルを開発するために、これまで

の当研究班での研究成果をもとに、医師（専門病院及び地域のかかりつけ医）、看護師、研

究者、認知症の人を介護する家族と協議を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
 疫学調査については文部科学省・厚生労働省の「疫学研究に関する倫理指針」（平成２０

年１２月１日一部改正）を遵守し、さらに厚生労働省の「臨床研究に関する倫理指針」（平

成２０年７月３１日全部改正）を遵守して行った。また、アンケート調査において独立行

政法人国立長寿医療研究センター倫理・利益相反委員会の許可を得た。 
 
Ｃ．研究結果 
 ３年間全体について 
1 認知症の人の生活のしやすさや便利さに関する実態調査 

 愛知県内の認知症の人を介護する家族（８１０名）、地域包括支援センター（１８５ヶ所）、

居宅介護支援事業所（１，５０２ヶ所）を対象としたアンケート調査を行い、認知症の人

の生活のしやすさや便利さに影響を与える因子（地域に住む人や働く人の協力、専門医療

機関の整備等）が示され、また、評価する際の課題も明らかになった。認知症地域連携マ

ップが実際に存在する地域であっても、介護する家族はその存在を知らない一方で、マッ

プのある地域はない地域と比べて、より生活しやすい・便利と感じられていることも示さ

れた。２年間の間隔をおいて再度調査を行った。平成２２年度の調査と比べ，「支援情報の

入手」がしやすくなっていた。居宅介護支援事業所による回答では、２年間の間に認知症

疾患医療センターが指定された地域はその他の地域と比べて、生活のしやすさや便利さ、

医療資源の整備で有意に高い評価を示していた。 

 

2 認知症を支える地域資源の実態把握 

2-1 医療資源 

愛知県（３９３ヶ所）及び知多北部地域（２０５ヶ所）の医療機関における認知症診療

の実態調査を行い、多くの診療所において認知症の人への対応は行われているが、本人や

家族に対する心理的サポートは行われていないこと等の実態と課題が明らかになった。 
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2-2 介護資源の周辺症状への対応力 

知多北部地域の介護保険サービス事業所（１５９ヶ所）を対象に周辺症状を有する認知

症の人の受け入れの実態に関する調査を行い、「他の利用者への暴力」「性的逸脱行為」「物

をこわす」の順で受け入れが難しいこと等が示された。 

2-3 認知症の医療と介護の連携の実態 

 愛知県内の地域包括支援センター（１８５ヶ所）、居宅介護支援事業所（１，５１２ヶ所）

を対象としたアンケート調査を行い、地域包括支援センターは、診療所に比べ病院との連

携が多く行われており、「独居の認知症高齢者」や「認知症の受診」に関する内容が多いこ

と、居宅介護支援事業所と医療機関の連携は「退院カンファレンスへの参加」が多いこと

や、居宅介護支援事業所が医療機関に求める情報は「認知症の診断名」「治療内容」「周辺

症状への対応」であることなどが明らかになった。また、知多北部地域の医療機関を対象

に介護との連携に関する調査を行ったところ、医療機関が連携を必要と感じるのは「独居」

「老老介護」「認認介護」の状況のときであり、医療機関が必要とする情報は「日常生活障

害」「介護負担の状況」「周辺症状」「現在ある困難や危険性」の順であった。 

2-4 地域の事業所における認知症対応 

商工会の会員を中心とした東浦町の事業所（７０３ヶ所）を対象として、日常業務にお

ける認知症に関する困りごとと対応に関するアンケート調査を行った。その結果、金融業、

小売業の他、理容業においても認知症の人に関わる困りごとが多く発生していることや認

知症サポーター研修を活かした対応が行われていることが明らかになった。 

2-5 認知症の人の家族のニーズ調査 

 認知症の人の家族（７３０名）に対して認知症の人や家族が希望する接し方に関する調

査を行い、地域に住む人や働く人等のどのような対応が求められているかを調査し、適切

な声かけやねぎらいの言葉が本人や家族を支えること等が明らかになった。 

2-6 法律関係者の認知症対応の実態調査 

 在宅認知症ケア連絡会に参加している法律関係者（弁護士、司法書士、行政書士等）１

２名を対象とした調査から、地域に住む認知症の人を詐欺や虐待等の深刻な事態から防ぐ

ため法律職と医療・介護との連携の有効性が指摘された。一方で、具体的な連携方法につ

いては模索が続いており、特に認知症の人を支えるための法律職の制度が不十分である現

状や、医療側の後見制度等の法律および制度への理解が不足している現状も示された。連

絡会に関わる法律関係者のうち、成年後見制度を含め、実際に認知症事例に携わった経験

のある法律関係者を対象に連携の枠組みや問題点等に関する半構造化面接を実施した。そ

の結果、成年後見制度により法律関係者が地域に住む認知症の人と関わりを持つ機会が増

加したこと、主たる連携の相手としては、在宅・施設を問わず、多くの場合はケアマネジ

ャーであること等の現状が明らかになり、認知症を専門としない医療機関との連携が困難

である等の課題が示された。 

2-7 若年性認知症者のサービス利用の実態調査 
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 熊本県認知症疾患医療センター１０施設における若年性認知症者１００名のサービス利

用状況を調査した。平成２２年度も調査した基幹型センターへ通院中の若年性認知症者の

サービス利用状況は専門医の指導により大幅に向上していた。基幹型センターと地域拠点

型センターへ通院中の若年性認知症者のサービス利用状況は、デイサービス、次に入院・

入所の利用者が多かった。熊本県全域の若年性認知症者が利用しているサービスが県中心

部に限られていること等が明らかになった。また、若年性認知症者が利用している施設を

対象とした調査を行い、どの施設も若年性認知症の利用はひとりだけであることや他の利

用者とは異なり個別対応を行っていることや若年性認知症者のためにスタッフの増員を行

っている施設もあることが明らかになった。 

2-8 避難所における自治と避難弱者の対応の関連に関する調査 

 東日本大震災被災 1 か月後の岩手県内の避難所の調査を行い、避難所環境として、避難

者数が少ない、自治会代表がリーダーを務めている、避難所が体育館型＆教室型の混合で

はない、子供比率が高い、物資が整っていないなどの条件が、避難所の自治、避難者の業

務、避難者の業務の促進に関わる要素であることが判明し、このような避難所では、認知

症の人をはじめ、避難弱者は尊重されていることが明らかになった。 

 

3 認知症地域連携体制構築手法の分析 

3-1 認知症地域連携マップ作成について 

 これまで国のモデル事業を実施した自治体・圏域（２１２地域）を対象に、作成した認

知症地域連携マップを収集・解析し、作成担当者（１０名）へのヒアリング調査の結果、

マップ作成の目的や方法、活用方法には多様なバリエーションがみられ、具体的連携に資

するマップとするための主な課題として、マップ作成前段階での目的や活用方法の明確化、

マップ作成を多様な立場の人のチームで行うこと、当事者の視点に立った必要情報や資源

に関する調査に基づくマップ作成等の必要性が示唆された。 

3-2 認知症の本人の個別地域連携マップの作成と地域連携体制構築の関係について 

個別地域連携マップを地域の支援関係者が集積・集約・検討することによって、見過ご

されていた地域資源の発見と地域全体の連携マップの情報量の増加、連携に関する地域の

共通課題の抽出と焦点化、本人・家族が必要とする支援につながるためのアクセスポイン

トの明確化、支援関係者間の実質的な連携場面の増加等が確認された。 

3-3 多職種連携協議会運営について 

 医療介護連携を目的として長期にわたり活動を継続している在宅認知症ケア連絡会につ

いて調査・解析を行い、多職種からなる世話人会が問題意識を共有することや、連絡会に

おいては理念を共有した上でのグループワークを行うことが、効果的かつ持続的な運営の

ために重要であることが示された。 

 

4 認知症地域連携体制構築の実施 
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4-1 地域資源の形成 

 愛知県認知症キャラバンメイト養成研修（平成２２・２３・２４年度）、平成２２年度愛

知県認知症地域支援体制づくり研修、平成２２年度医療・介護・福祉に関する研修会（大

府市）、平成２３年度東浦町認知症サポーターフォローアップ講演会等を通じて地域住民や

専門職の啓発活動を行っている。また、愛知県及び名古屋市における認知症疾患医療セン

ター指定に関する検討会議に当研究事業で得られたデータを提供し、委員として医療体制

構築に参画している。また、知多北部地域で多職種連携セミナーを発足させ、連携体制作

りを行っている。 

 熊本県において介護サービスなどの受け皿確保が困難な前頭側頭型認知症と意味性認知

症患者に対し、専門職チームによる在宅訪問を実施し、外来と訪問時に得た情報をもとに、

地元の介護サービス事業所に疾患特性やケアのポイントに関する情報を提供し、地域の受

け皿確保を推進しつつある。 

 岩手県においては認知症疾患医療センターである岩手医科大学が中心となって全県を対

象とした、かかりつけ医、ケアスタッフ、地域住民、中学生を対象とした認知症に関する

啓発活動、認知症早期スクリーニング、軽度認知障害を対象とした介護予防活動、認知症

疾患医療センターと地域包括支援センターをテレビ電話でつなぎ、ネットワークを形成す

ることを開始していたが、東日本大震災に伴い、沿岸部の地域包括支援センターでは、ネ

ットワークそのものが破たんした。そのため沿岸部の宮古市、山田町、大槌町、釜石市、

大船渡市、陸前高田市におけるネットワーク環境の再構築を行い、被災地を中心とする認

知症者の現状の記録と整理、および、認知症地域連携マップで連携を組んだ地域包括支援

センター、介護施設、かかりつけ医の利用者、受診者の統計、解析を行っている。さらに

全県のかかりつけ医、ケアスタッフの啓発を目的として BPSD を含めた認知症早期診断スク

リーニングシートを作成した。 

4-2 認知症地域資源マップの作成 

 大府市及び東浦町において認知症地域連携マップを作成しており、本調査研究で得られ

た成果を共有しながら、より良いマップ作りのための協議を行った。マップ作成の目的を

明確にし、地域資源の充実を図りながら、事業所への掲載の同意取得等を含めた活動を行

った。 

 また、「認知症の本人・家族が有するニーズや自己資源に応じた個別地域連携マップ」を

作成・共有することで、発症後につながった医療や介護の地域資源への本人の認識と関係

が深まり医療・介護の利用がスムーズになる、本人が発症前に有していた地域資源と発症

後につながった医療や介護の専門資源の連携が促進される、専門資源間の連携にも進展が

みられる等の効果を認め、更に、認知症の本人固有の地域資源の把握の向上（確認や新発

見）、それらに関する支援関係者間での情報共有の量・質の向上、本人の個別特性や意向に

関する理解や多資源協働での支援意識の向上、本人の自己資源と地域資源をミックスした

連携・支援内容の充実、本人・家族のプラスの変化（状態の安定、会話や活動の増加や広
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がり等）、支援関係者の支援困難感の軽減等の多様な成果が示された。 

 

５ 地域連携体制構築のためのマニュアル作成及び情報発信 

 本研究調査において、これまでに得られた知見を活用し、認知症地域資源マップの作成

に関するマニュアルを開発した。今後ＨＰ等を通じて情報発信を行う計画である。 

 
 平成２４年度について 

「認知症の方の地域での生活のしやすさや便利さに関する実態調査」において、生活の

しやすさや便利さに影響を与える因子として、家族会家族では地域に住む人や働く人の協

力、地域包括支援センターでは介護サービス資源の整備が最も相関が高く、平成２２年度

と同様の結果を示したが、居宅介護支援事業所では医療資源の整備が最も相関が高く、平

成２２年度に最も相関が高かった情報の得やすさは、自治体の積極性に次ぎ３番目であっ

た。実際の地域資源との関係をみると、居宅介護支援事業所の回答では、生活のしやすさ

や便利さは平成２２年度と同様、小規模多機能型居宅介護事業所数、専門医数と相関を認

め、更に認知症対応力向上研修を受講した医師の数とも相関を認めた。平成２２年度の調

査と比べ，「支援情報の入手」がしやすくなっていた．また、居宅介護支援事業所を対象と

した調査において、平成２３年度から２４年度にかけて認知症疾患医療センターが指定さ

れた地域はその他の地域と比べて、生活のしやすさや便利さ、医療資源の整備で有意に高

い評価を示していた。認知症地域資源マップに関しては、マップのある地域においても家

族会家族の 84％はその存在を知らないことが示されたが、居宅介護支援事業所の回答で、

マップのない地域よりも生活のしやすさや便利さにおいて高く評価されていた。 
「居宅介護支援事業所を対象とした認知症の医療と介護の連携に関する調査」において、

連携の状況に関しては診療所と病院で差がなく、居宅介護支援事業所が医療機関に求める

情報は「認知症の診断名」「治療内容」「今後想定される困難や危険性」であることが示さ

れ、自由記述で「認知症の知識と理解に乏しい医師が多い」「介護保険の主治医意見書と実

際の状態にずれがある」等の意見が多数あった。 
「地域包括支援センターを対象とした医療機関との連携等に関する調査」において、病

院との連携がうまくいっているという地域包括支援センターが多く、「独居」や「いわゆる

老老介護」「要支援者・介護予防に関すること」「地域の介護保険サービスに関すること」

での連携が多かった。自由記述では「退院間近の相談が多い」「医療関係者の介護保険や地

域包括支援センターの仕事への理解不足」等の意見がみられた。 
「知多北部の医療機関の認知症の連携に関する調査」においては、医療機関が連携を必

要と感じるのは「独居」「いわゆる老老介護」「いわゆる認認介護」の状況のときであり、

医療機関が必要とする情報は「日常生活障害」「介護負担の状況」「周辺症状」「現在ある困

難や危険性」の順であった。連携の方法としては文書や受診時の同行が求められていたが、

「同行の際には前もって知らせてほしい」との意見が多くみられた。 
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「本人のニーズに基づく認知症地域連携マップ作成」において、個別地域連携マップの

作成を通じて、地域特性の違いによらず９割前後のケースにおいて、認知症の本人固有の

地域資源の把握の向上（確認や新発見）、それらに関する支援関係者間での情報共有の量・

質の向上、本人の個別特性や意向に関する理解や多資源協働での支援意識の向上、本人の

自己資源と地域資源をミックスした連携・支援内容の充実、本人・家族のプラスの変化（状

態の安定、会話や活動の増加や広がり等）、支援関係者の支援困難感の軽減という一連のプ

ロセスが派生する成果が確認された。主な課題として、認知症の本人と家族の安心や状態

の維持のためには、発症前後のより早期段階から個々のケースに認知症個別連携マップを

作成していくことの必要性が示唆された。また、作成された個別地域連携マップを地域の

支援関係者が集積・集約・検討することによって、見過ごされていた地域資源の発見と地

域全体の連携マップの情報量の増加、連携に関する地域の共通課題の抽出と焦点化、本人・

家族が必要とする支援につながるためのアクセスポイントの明確化、支援関係者間の実質

的な連携場面の増加等が確認された。 
「地域における認知症の人のための法律関係者と医療・介護連携に関する調査」におい

て、成年後見制度により法律関係者が地域に住む認知症の人と関わりを持つ機会が増加し

たこと、特に法人後見人として、自治体及び社会福祉協議会からの紹介をきっかけとして

関わりが始まる場合が多いことが示された。また、主たる連携の相手としては、在宅・施

設を問わず、多くの場合はケアマネジャーであることが示され、原則として月１回の本人

への訪問日にケアマネジャーを中心とした医療・介護関係者と同席し、その場で情報共有

を図る例が典型的な枠組みとして示された。連携のメリットとしては、医療・介護の専門

職からの客観的な本人の身体状況や日常生活の情報が、後見人としての重要な判断の材料

となる点が挙げられた。連携における問題点及び今後の課題としては、連携関係の初期段

階における医療・介護との職務範囲の調整の必要性や、定期的な医療・介護との交流の場

の必要性、あるいは医療機関、特に認知症を専門としない医療機関との連携の困難さと必

要性等を挙げる声が示された。 
「若年性認知症の地域におけるサービス利用に関する研究」において、どの施設も若年

性認知症者は１名のみであった。若年性認知症者がサービスを利用する目的は、身体の機

能維持や不安の軽減という回答もあったが、家族の介護負担の軽減のために、デイサービ

スを利用しているという回答が多く、家族の介護負担が高いことがうかがえた。どの施設

も若年性認知症者を他の利用者と区別して対応していないと答えているが、実際には「利

用者個人に寄り添ったり、個別の作業や座席の位置を工夫したり、別室で対応をしている」、

「他の利用者に本人の機能低下が伝わらないようにさりげなく対応する」、「本人が自分の

思いをうまく言葉にできない時や、スタッフがその気持ちを理解できない場合などに精神

的な負担が大きい」との回答があり、若年性認知症者と他の利用者と区別して対応してい

ることがうかがえた。また、若年性認知症者が通所する日には、スタッフの人数を 1 名増

やしている施設や、失禁やトイレでの失敗が増えた場合は、若年性認知症者のみ個別で入
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浴の回数を増やしている施設もあった。 
「避難所における自治および避難弱者の対応の関連に関する調査」において、避難所環

境として、避難者数が少ない、自治会代表がリーダーを務めている、避難所が体育館型＆

教室型の混合ではない、子供比率が高い、物資が整っていないなどの条件が、避難所の自

治、避難者の業務、避難者の業務の促進に関わる要素であることが判明した。これらの条

件は、今回被災した岩手県沿岸部の多くの避難所では、一部の町場の避難所を除いては、

その条件を満たし、実際に地元のリーダーを中心に避難所の自治が進んでいた。このよう

な避難所では、認知症の人をはじめ、避難弱者は尊重されていた。 
「認知症地域資源マップ作成マニュアルの作成」については、「認知症地域資源マップ作

成の有効性と重要性」「認知症地域資源マップ作成のポイント」「それぞれの立場における

マップ作成における役割の違い」「マップ作成の具体的な作業工程の例」から構成されるマ

ニュアル（第１版）を作成した。 
 

 
Ｄ．考察と結論 
 ３年間全体について 
 本研究班は地域において認知症の人や家族をさまざまな立場の人が連携して支援する体

制を構築するとともに、その有効性の評価を行うこと、認知症の人を支援する地域資源の

実態と課題を把握し、効果的な体制構築の方法を明らかにすることも目的とした。 
 地域支援体制構築の有効性を評価することは、これまでに行われていなかったことであ

り、方法も未確立である。本研究班においては「認知症の人の生活のしやすさや便利さに

関する実態調査」を家族会家族、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所を対象とし

て２年間の間隔をおいて２度実施した。その結果、認知症の人を支援する情報が入手しや

すくなっていることや、認知症疾患医療センター指定や認知症地域資源マップの作成が、

地域における認知症の人の生活のしやすさや便利さを向上させる可能性が示された。また、

地域に専門医が多くいることや小規模多機能型居宅介護事業所が多くあることが認知症の

人の生活のしやすさや便利さに関係することも示された。一方で、地域に住む人や働く人

が認知症の人や家族に対して協力的かどうかとの質問には「わからない」が多く、本調査

方法の課題も明らかになった。２年間で認知症地域資源マップを作成する地域が増加した

ことは喜ばしいことであるが、マップが作成された地域であっても介護家族がその存在を

知らないという状況は平成２２年度から大きく改善されておらず、引き続き施策の周知が

必要であることが示された。 
 認知症支援に関わるさまざまな地域資源と連携の実態調査においては、医療機関、介護

保険サービス事業所、地域における商店や銀行などの事業所、法曹関係者、若年性認知症

者が利用するサービス事業所、大震災後の避難所等における認知症の人への支援の現状と

課題を明らかにした。これらの課題は容易には解決できるものではないが、現場における
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支援環境の改善や政策提言等へとつながる基礎資料となるものと考えられる。 
 認知症地域資源マップの作成経過や多職種連携協議会の運営等の地域支援体制構築の方

法に関する解析・検討により、目的や理念を明確にし、関係者が共有しながら活動するこ

とが重要であること、本人のニーズに基づく個別地域連携マップと地域全体の連携マップ

を、継続的・相互循環的に作成・拡充していくことを自治体/地域として推進していくこと

が重要であること等の知見を得た。これらの知見は効果的な地域連携体制構築の方法を考

えていく上で示唆に富むものと考える。 
今回、本研究班で得られた結果に基づき、認知症地域資源マップ作成マニュアルを作成

した。今後、公表の上、様々な批判や意見を頂き、更なる改善へとつなげたい。 
 
 平成２４年度について 

「認知症の方の地域での生活のしやすさや便利さに関する実態調査」において平成２２

年度に行った調査と比べ、「支援情報の入手」が容易になったことが示され、認知症に関す

る情報提供が豊富になった成果と考えられた。居宅介護支援事業所を対象とした調査に限

定されてはいるが、認知症疾患医療センターの指定がその地域における認知症の人や家族

の生活のしやすさや医療機関の充実に関して好影響を与えていることが示された。また、

認知症地域資源マップを作成する地域は増加していたが、マップのある地域であっても家

族会家族の 8 割以上がその存在を知らないといった結果から更なる広報・周知の必要性が

示された。 
居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、医療機関を対象とした認知症の医療と介

護の連携に関する調査において「独居」「いわゆる老老介護」「いわゆる認認介護」等の連

携が必要とされる状況や必要な情報、連携に関する課題が明らかにされ、今後の連携体制

構築のために役立つ知見と考えられた。 
本人のニーズに基づく認知症地域連携マップに関する検討では、地域にある資源を最大

限に生かしつつ連携を強化し、本人と家族に多資源が統合した支援を行う体制を促進して

いくためには、個別地域連携マップと地域全体の連携マップを、継続的・相互循環的に作

成・拡充していくことを自治体/地域として推進していくことが重要であることが示された。 
 法律関係者と医療・介護の連携に関する調査において、成年後見制度を主軸として法律

関係者が様々な場面において介護・医療との連携を図っている現状と連携に関する課題が

示され、成年後見制度の実際の運用場面を考慮しながら、連携の充実に向けた具体的な枠

組みを検討していく必要が考えられた。 
 若年性認知症者のサービス利用に関する研究において、若年性認知症者に対するサービ

スが普及しない要因の一つとして、デイサービスの利用者が平均８０歳代という高齢であ

るため、若年性認知症者と他の利用者達がなじめないことが考えられた。若年性認知症者

の症状を他の利用者が理解できないため、若年性認知症者の利用日の調整が困難、また、

利用人数を増やすことができないと指摘する施設もあった。もう一つの要因としては、ス
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タッフの若年性認知症に対する知識や対応技術の未熟さなどが考えられた。若年性認知症

の場合、前頭側頭型認知症など背景疾患が異なり、症状も特有のものがあるため、高齢の

認知症にはない対応の難しさもあり、介護の負担が大きくなっていると考えられた。 
 「避難所における自治および避難弱者の対応の関連に関する調査」において、避難所の

自治が進展するための条件は、人口が増え、地域の結びつきがなくなり、住居が多様化し、

子供は減って、物資は豊かになった今の日本、特に都会では失われていることばかりあり、

今後、大都会で同様の事態が起きた時に、そして、さらに 認知症の人が増加する将来に

おいて、避難所がどのように運営されるか、危惧されるところである。今後、今回の検討

をもとに、他地域、特に都会における災害対応、特に避難所設置のマニュアルづくりなど

に生かしたい。 
 今回、当研究班で開発した「認知症地域資源マップ作成マニュアル」については、実際

にマップを作ろうとしている現場で役に立つものであるかどうかを今後検討し、より有用

なものへと改訂していく必要がある。 
 
Ｅ．健康危険情報 
 なし 
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